
第 2丹・様式 (1)一①

(単体発注 。事後碁査五1)

那覇港香巡組合―投競争入札公告第18号

進方底治法 (H召和22年法律第67号)第234条第 1項の規定に攻り、 ^般競争入札 (以下「入本とJと いう3)
を次のとおり実施する3

令和7年 1:月 30日

1 入本とここ付する事項

2 人札参力‖資格
次に定める要持をすべて満たしている布資格業者であること。

那朝港管理幸監合管理者 土城

(1) 業 務 名 令和7年度臨港道路空港線 (う みそらトンネル)定期点検業務姿託

(2) 媛   行   場   所 引
`覇

市百オヽ鏡水

(3) 業 務 内 容 うみそらトンネ′チ (注雌 トンネル瓜間)の定期ィ点検を実施する6

(4) 覆   行   理   問 契約締結日の翌日から令第3年 1月 38日 業で

(5) 設 計 金 額 19,162,()()0円 (税たブヽ)

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業奏は、競争参珈査格の審査を入オL執行後ξこ行う。

(7) 最 低 制 骰 価 格

本入札案件tま、最低制限価格が設定さみフているた夏)、 最低制限価格未満の人札でな

淋札者となることができない。
※「郎覇港管理細合が発注する藍設I事等に係る最低市li限価格取扱要領J
(httlヽ s1//■ ahapor t`jlあ /心 us二 1less/GOntracと /)

(8) 適 用 す る 技 術 者 辛 価

※本業務の予定価格はオ記に示す設計業務奏託等技術者単価

を適用して積算 しており、人ホと参力H警は同単他を適用して見

積 りを行い入札するこを.

令和7年 3月 設計業務

委託等技村者単価

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表のう

ち、③EPを Aし た制度等の
適用がある。 )

議会議決

木業務tま、議会の議決にA―ナベき投約及び財産 lノ'取得又は処分
に関する条何第 2条の規定に基づと、議会の同意の議決を要す
るため、落札決定後難仮契約を締結 tン、議会の同意の議決を経
て 地ヽ知したときに本契角となる。

準備手続き

(予算成立南1)

本手続きは、次年度当切 (補正

'予
算成立を前批とfi才た年度鰤

始 (予算
"蛯

立)肯有からの準備手続きであり、予算成立後に翔力
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)予算
案が否決さ孝1,た i場合 lま、契約を締結 tマフない。また、次年度当初
(ネ市正)帝算成立後においても、制度文出金に係る交付申議等
の手続きの関係 ti、 人札を廷却]する場合がある.

準備手続き

(交付決定竜1)

本手続きは、国庫文出金に係る予算使用を調提とした事前準備

手続きであり、交付決定後に効力を生じる事業である。従つ

て、交付申請等の手続きの関係 と、入札を廷期する場合があ

る。

準備手続蓉

(繰越承認肯1)

本手続きは、議会における繰越承認を前提とした事前準備手続

きであり、議会承認後に効力を生じる事業で及)る。従つて、議

会 ,こおいて本業務に係る予算の繰越承認が否決さオ1,た場合は、

入札を妊期又は中 I主することがある。また、予算の繰越承認後

においてく)、 悧庄文出金に係る様越 (翌債)手続きの関係上、
入札を延期する場合がある。

債務負担など
【
為業務
本業務 |ま、償務負担

`1為

に係る契為の特則の適痛を受ける業務
である。

土本関係コンすメチタン ト(1) 業 種 Fメ

‐
分

令手コ6・ 7年度(2)

測量・建言tヨ ラ・サ/1リ ン ト

等ス札参加資格名雑登録年

度

(土木 )ト ンネル  ,(土 木 )
棚樹 i告物技てバコンクリ‐―ト

顔
`覇

港管理組合の洩1量 ,建設コンサルタン ト等業登録業
者名簿ξこおいて、点記の登録を有するものs

(3) 登 録 業 種



(4j 地方白治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であることっ

(5) 入札 爾から当該委託の落札決定日ま
‐
での問において、那覇港管理組合の指名停虚措置を受けごいないこと.

(6)
会社吏4i法に基づき斑生季続き開始の中立てがなさ章1,ている者又 |ま民事再生法に基づき再生手続き開始の中立

てがなされている者 (手続き開始め決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除くr)で 1まないこと.

(7)
警察当局から、暴力団員が実質的とこ経営を文函こする奄設業者又 |まこ章Rすに準ずる )ヽの として、ホ義港智'理社合発

注工事等か心の蓼μ除嬰請がれ)り 、当該状況が縦続し
‐
ている者でないこと.

(8)

入札に参力瞬と/よ うとする音の間に以 下の基準のいず加フか〔こ該当する剥係がないことむ
なお、以下の関係がある場合に、辞退する者を決めるために当事者麗で連締を取るとと|まゝ那覇港管建細合競争

契約入札心得第 3条第 2項の規定に抵触するものでは殺いっ

ア 資本関係
次のいずれかに該当する二者の場合.
(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第86り 第 2条第 3号の 2に規定する子会社等をいつ。以 ド珂じ。)
と親会社等 (瞬条第 4号の歳4こ規定する親会社等をいう。以下H↓c)の関係にある場合
(b)魂会社等を司じくする子・会社等更士の関係とこある場合

イ 人働関係                               |       |
次のいず孝1′かに該当する二者の場合っただし、 (a)についてtま、会社等 (会社族施行規則 (平成18年法務

省令第12号)第 嫁条第 3項第 2号ξこ規定する会社等をいう.以下闘じ.)l′″)一方が民事再生法 (平成11年
法律第225号)第 2条第 4号に規定する再生手続が存続中の会社等又な吏生会社 (会社更生法 (平成14年
法律第151号,第 望条第 7頃に規定する更生会社をいう。

'で
ある場合を除くc

(a)方の会社等の役員 (会社法施行規則第 2粂第 3攻第 3々卜に規定する役員のうち、次に拗げる者を
いう。以下剛じ.:が、他方の会社等の投員を現に請ねている場合
1)株式会社の取締役。ただ tン、次に掲げる者を除く。
0会社法第2条第観号の2に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
0会社法第 2条第嶺2号に規定する指名委員会等設置会社における敢締役
O会社法第 2条第とイじ号に規定する社外取締役
①会社法第348条第 1項ここ規定する定萩に別段の定めがある場合により業務を執行 tノないことと

されている取締役

2)会社法第402条に規定する指名委員会等設赳会社の執行役
3)会社法第575条第 1項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社叉は合 l口 l会社をいう。)の社員
(同法第590条第 1項に規定するせ款に別段の定めがあ心場合により業務を執打とンないこととさぷ,

ている社員を徐く。)

4)組合の理事
5)その他業務を夢ギす

'い

る者で鹿)つて、 1)から4)までに掲げる者に準ずる者

(b)方の会社等の役員が、他方C'う会社等の民事再生法第64粂第2瑣又は会社更生法第67条第 1瑣の規定に
より選任された管財入 (以下単に管財入という。)を現に兼ねている場合

(c)一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に業ねている場合

″ その他の入札ω適下さが阻害されると認められる場合
組今 (共同4業体を含むっ)とその構成員が同 ^の人本監に参熟している場合その他上記ア又はイと同初
しうる資本関係又は入的関係があると認められる場合.

那覇市、浦添市、糸満市、建見城市、南城市、南風原町、人童瀬町、与那原 l'テ、宜野湾

吋ず、西原町内に本サ占があること。  |(9) 地 域 要 件

自 平成27年4月 1日
対  象  _朗  関

至  令和7年 5月 16旧
左記の期間内に下記

`′

「)対象業務を議負い、完成 '3:狡 しが

完了した業務賞績を布することぃ

(上本)ト ンネル  ・ 〔土木
'鋼
構造物及びコンクリー ト対 象 委 託

(10)

業
務
実
績

備 考

下記の資終のいずオ1,かを有することっ
a`技術と
,建設 1封
`Fl(ト
ンネル又は鋼帯造及びコンクリー ト)

`総合技術監建群門 (建設iト ンネル叉は,岡構造及びコンクリー ト〕
b.RC靭 (ト ンネル叉 |ま拿餌構造及びヨンクリー ト )            /
ct持別 ri級土木技′′ヽ者 (メ ンテナンス分野)、 とi級士本捜村者 (メ ンテナン ~ス分野)、
1級土木技術者 (メ ンテナンス分野〕

鶴

置
予
定
技
術
者

次に掲げる要件を満たす管理技術者を当該業務とこ配置することができること.

ア l上記の業務実績のある者を本業務 |こ魁置できること。

イ 配雄予定技術者とこあつて 1ま、人本L日前に 3か月以上の直接釣かつ恒常的な雇用識
係があること。

考
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設 計 図 き 等 の 配 れ了

力〕 「樹写 白 令和7年 4月 60置 (水 ) 至 令和7年 5月 16瞬 (金 )

躍  布  方  法 】h覇港管理組合ホームパ‐‐ジにて配布する。 (hととp● :/1n服Ⅲapcr t.jp/)

配 布 場 所 ・

問 い 合 せ 先

那覇市通遺町 2番 1号  3階
郎寄港管理組合 総務¬

` 
総務課 簿務班

属三言舌  093-363-ツ 585

質 闘 ,回 答 期 間 等

(1)人 札・契約手

続に F,イ写
‐
する こと

ガト零市通堂日すE音 1を^3踏
那覇港管理組合 総務部 総務報 彫務班
ロヨ言舌 ()98-868-2535    FAX 998-868-262,

ta)l上 記 (1)以 外
に 関 す る こ と

郵覇市通堂町 2番 1号  2賠
ぷ薯港管理組合 総務割; 管ユlll諜

電話 0933622323

提 出 期 間
内 令和7年 4月 30日 (永) ～  至 令兼7年 5月 14日 (水 )
と記期間の士用及び祝 口を除く毎

「
、 9時から17時まで。

提  出  i嚇  炒i 上記 (1)に 1司 t)り

提  出  |ケ  法 電送 (FAX又 |まメール (soulrモ _hvuSatttOnahaport,jp))又 は持参

回 答 方 法
ガト等港管理組合ホームrミーデ (h ttiぅ s1/れ ,aha,olヽ tt,,p/)及 び上記 (1)に

おいて、以下の増問t蘭覧に供するソ

口 答 期 間
園答 目から  令下H7年 5月 20層 (大) まで
11記期間の土憚及び視騨を除く毎輝、 9時から17時 まで.

(12) 取  抜  け  案
1
以下 lノ )業務を落札した者は、本業務の落札者となることはできない.

該当無と/

3 設計図壽等の白¬ヒ布、質問及び用答

4 資格確認申講書等 `プ)提出

合 格 確 認 中 諦 壽

本競争の参舟層希望者は、次の書類を理〕限内に提議すること,
なお、報眼までに提出がない場合、本競争に参執することができない。

提 出 書 類
0-般競争入札参加資格確認中講普 (第 3号様式)
0返 f言用封偽 (人札結果通知用 (11()円 切手難付))

提  出  期  間
白 令和7年4月 30日 (本 ) 至 令和7年 6月 16旧 (金)

上記期間の上国及び祝 日を除く毎臣く 9時かふ16時まで。

提 出 場 所

那覇市通当町 2香 I号  割磐
斑h朝港管理組合 総務¬

` 
総務課 貯務班

員ヨ言歳  ()98-363-2535

提  出 方  法 持参又 |ま現;送 (・般幕留 エヽンくiま綸タロ,書雷)
提 出 蔀 数 1謝 ;
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入  札  鞘  日  等

入  本と 方  法

:本業務は、紙人札により実施するど
入札普等は、あらかじめ指定

‐
する日に西己逮されるように (「西こ逹 博l旨

ゼ郵便速)、 「 ^般書雷」又 |■ 「簡易書留どのいず浄′かの方法により瑯

送することc持参や著通郵使等で提歯された場合、無勤とするc

提 出 普 恕
①入札書

Θ業務費内訳書
配 達 指 定 日

(入 札 日 ) 令和7年 5月 £1郵  (大 )

宛 ,｀ビ

〒90併O035  那覇市通坐町 2香 1号
郵覇港管ナlll組合 総務書h 総務課 財務班
電話番号 09経 86併倉路5

人 札 書 に 記 載
す  る 金  額

落札決定 tこあたつては、入礼書に記載された金額に当該金額の100分の

10に相当する額を癖算 した全額 (当該全額にと…1未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てた全額〕をもつて著本と価格とするので、入

札者 !よ、消費税及び地方消費税に係る誤税事業者であるか曳税事業者で

あるかと背わず、見積 t〉 つた契約希望金紳 〉■0分の100に相当する金額

を入
=し

書とこ記載すること.

フ、本とに 関 0‐ る

注  意  事  項

ア 入札書のくじの数宇 (任意の数学 3桁)は、周筆 くじ抽選が発生 t/
た場合に使用するため、必ず記入することc

イ 山と雄指定 用以外の 日に届いた入本L書及び業務内訳書 |ま、受理 t_フな

,ヽ、

ウ 入
=と

書の 癬付は、関札 爛を記入すること,

業 務 費 内 訳 善
の   提   出

ア 第1同 雲の入札 tこ殊と/、 入札書に記載さ漁′る人札全額に対応とンた業務
費内訳書 (様式自由)を提出することc
イ 業務費ぬ訳書ここは、作成年月簿、項露、員数、単租及び金額をり〕tp
かにし、商号叉:まネ称並びにと声を記載すること.
ウ 業務費内訳書にti、 代表者守を押守することc
工 管理者 (これらの者の補助者を含むc)|■、提出された業務費内訳
帯について説け〕を求めることがある。

入 札 の 無 勤
本公告に示とンた競争参細資格のないをの tンた人札、資格確認中諦幕等に立偽の記載をとンた

者のこ_′た入́札及び′入札に関する条件に違反 t.´た入́本と球、無動とする。

入 札 の 辞 退 等

資格確認申請書分提出後、都合により入札を辞退する場合は、開札 ‖時までに入札群退屋

を提出することc
また、淋本と決定までの間に14の業務を基本とと́たことにより配置予定技術者を本業務に llにl置

することができなくなったとfき は、直ちに報告すること。当該燥告がなく、本人札の手続き

が落札災定まで全才/た場合、精ネ停 止措置要領に基づく指峯倅 上を行 うことがある.

の 他

ア 落札侯補をがいない場合は頚札後直ちに再度入本とを打うので、再度入札にも参報する

場合は、開札時点から立ち会うこと。初度の覇本と時とこ立ち会わない参カロ者は祥度入
札を辞選したものとみなし、再度人札への参力Hを認めない。
イ 1ミ選人が入札する場合は、入札を行う際に委任状及び自己のE層錐を持参すること。
ウ 姿任状には、業務名を記入することfっ
工 祥度入札参加者又は書度入札参加をの代理人は、当該入札に堀…する他のキ度入札参
力H者の代理をすることはできない。
オ !再度入札は、 1璽のみとするぅ   .

る 入孝と手続き等

関   札   ,1 時i 令イH7年 5月 2伸  (本) 10:00 /人本と書プ)日 付

関   札   場
那覇港管ナ里統合 2階大会議室
＼人札者は、朔札に立ち会 うことができる (再入札に参力Hす る場合 |ま、開札時点から

立ち会 うこと)c
所
|

6  け構lヽL
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7 資驀確認資料の提出と競争参加資格の審査

落 札 侯 補 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、藩札音の決定を揉留 し、予定価格の範囲内で有効な最低の価格をもつて入札を

行つた者 (以 ド「落札候構者こという。,か 二】順に競争参力‖台格の審査を↑,う ど落本と候補者
は1期限までに資格確認申請書等を提出しない場合、競争参丼資格がないものをする.
なお、暮札侯捕甘 tま上位から順に 3者 (上位の者と同須の者が複数いる男合:まこの眼りで
難ない。)を決定 し資幣確認資牟:を求めるが、適格者が確認できた時点で、次順位以降の者
の競争参カド査格ブ)審4は行号つないもげ)と するど

逓   知   日 令和7年る再£1日 (水)17:OO まで (予だ
'1こ

対象業者あてi饉知する。

提 出 期 限 令和7年 3月 23日 (金)1ユ 00 まで

提 出 き 類
0配世〒′定技術者の資I魯等 (様式 1)
②業務実績 〔株式2)

⑥資格確認申講書 (第 3号様式〕の資1み確認の各項票に記載tンた必要書類

提  出 部  数 貫¬
`

提  出  方 法 辣則、持参

提   出   先
〒9()O-0035  ぷ票市通董厨1‐ 2番 1サ

那覇港管理瀬合 総務部 総務課 財務班
電話音 辱・ 098-868-2535

競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参力障台格の確謡は、開本し後、申講書等の提閣森眼の日を〔〉つて行 うものとし、その結

果は以下の瞬までに書面により過失「する。

令和7年 5月 E7脚 (火〉(千定)

なお、落札侯捕考に
ヤ1)い て競争参珈資格が確認さ津1,適格荘であることが確認できた場合

は、碁札者決定通知をもつて資格確認結果の通知に代えるものとするc

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審4の結果、落札候補者が競争参力博査格を満たしているとf確認した場合は、当該落札
候補者を落札者とする.攻た、その結果は、全入札参力E者に通矢Πする毎

競争参加☆格がないと認め

られた者がそのデJと由に対 し

て 不 服 が あ る 場 合

競争参細資格がないと認 bア)らオR′た著 ti、 管理者に対とンて競争参加資格がないと認められ,た

嘘 ,・ について説明を求めることができる。

管理者は説りJを求め圭尊/た ときは、苦情を申し立て碁跛の翌 日かとⅢ起算して 5日 以内 (休

Ⅲlを除く)に説 11月 を求めた者に対 t/、 普面により睡答する.

提  出  期  限 競争参報資格確認紺球
の通無を行つた日の翌日から起算と/て 5日 以内

(休 日を除く)と する。

提   出   先 那璃港管理組合 総務引
` 
総務課 財務班

提  出  方  法 書瀬 (様
式農当)を持参すること。郵送又は竜送 (メ ールや融祇)イこよ

るものは受 llttiすないc

本 人 札  tこ  係
資 科  の 取 扱

る

ヤヽ

ア 査格確認申議書等の作成及び提出に係る費差は、提塾者の負担とする。

イ 妻約11当者は、提出された資驀確認申請書等について、競争参沖資′
て各砂確認以外に

提出章に無断で使用 tンないの

ウ 提牛lさ オ1,た資幣確認申請普等は、返ご★澤と,ないc
工 提出期般内に戦り、査格確認申講書等の修正、たし誉え、追力‖、 lil:提出を認めるど

オ 提出期限を過ぎた場合t資格確認申請普等は受|ナ付tナない.
力 資格確認中爺書等の受却後、書類内容を審ドとン、書類の記載綿濠′や添付漏オ1,等が
あつた場合イ攻競争参理資終無 tフ となり、落札者となること|まできない。

キ 碕驀確認申請暮等に達偽の記載をした場合、括名停止帯世要領 tこ基づく指名停止

をそ〒うことがあるぅ
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8 入札保証金及び契紳保証金

O その

入  札  保  証  金

入札保証金の企額等 tま、引金叉ti管理者が確実と認める有価証券等をくぅって見テlる契約企
製の100分のる以 れを納付するものとする。ただと́′、次のいずれかに該当する場合は、入本と保
証金の納付を免除する。
ア 保険会社との開に組合を枝供険者をする入

=と

保証保険契約を締結と/た とき.
T 田 (独立行政法人含むc)又 ti地方公共劉体をその種類及び規模をほ!ギ同じくする契
約を締締 tソ

フた実績を有し、これらのうち逓芸 2箇年の間に壌行期限のおこ業と_´た■以 れの
契約を全て誠実に履行した者。
なお、次の者は入札に関する条件に違反したものとと/て、その人札を無蜘とする.
(1)華眼ミでに入札録証企の納付、君と/く tま納付に代わる上記ア、イのいず浄′かに係る

書類の提出のないを
(2)人札采証金の金額等が上記豆〉条4女に満たない場合
(3'入札保護金等の細付等に係る書類に不鶴があつた場合
土た、 ^皮提出され,た 入札保証金の索

'J付

等の変更はできない ゎヽのとするc

差 入札保証金を免除〔ブた落札者が契約を結ばない場合、損害賠償金として、人本と金類に

消費税及び地方消費税を力Πえた額のとOO分の Sを引:覇港管理組合に納付しなければならな
セヽ っ

※イにてkり 入本と螺証金の:兎除を受Ⅲ,る場合燃、様式「地方公芸団体等契約状況確認」を
提出す /,こ と|.

提 出 期 限 令和7年 5月 19H(月 )17100 まで

提 出 先

〒900-O035  那義‖f通宝町豆番 1子

那覇港管逃経合 総務郡 総務課 討務班
電話器を 0988682585

入 札 保 証 金

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保証金納付警発行依頼普」を持参すること
※要事載連絡
イ 羊「 合が発看する納入通節普にそkり 企 PBl機粥で保証金を

納付 し、領収書 (1い を li記

"‡

艘までに提豊するこ
レ

入札保護保険証養・入
よし保証書・地方公共爵
体姜契約状況確認資科

提 出 方 法
持参又は郵送 (lllL辻が確認できる方法 :こ て送付するこ

と)

保 険 期 間

保 証 翻 問
勝樹オ〔し謝から2ん 月ヽと二すると

有 価 証 券 等
受入日時・受入方法等の調整があるので、事前に上記担基諜まで連絡

することc

契 約 保 証 企 免除 (那鶏港管理組合契織規則第 4条弟 1項第 9写卜による)

落奉L決定後、テクリス等により配赳予定技術者y)実窓iに開する違寅の事実等が流認され,た

合、契約を結ばないことがある.
なお、病気 。死亡 。逮襲等の場合でやむを器ないととンて承認され,た場合の外子ま、資格確認
申請書等の差誉えは認められない。

病気等の持現な理由によりやをFを得ず配松千定技術者を変更する場合は、 Zとこ掲げる基準

を満たし、かつ当初の西≧置予定技術者とlⅢl等以 上¢者を建置しなけれ ,ゞならない.

の

置 予 定 技 術

確

契約金額の30%以内金 払

払分

jム   条
適用あ吟

崇ガヽ零送管理社合契約規疑第41条の規定障1数の範囲ド1

木業務に係る契約 tま、落をと者¢決定後、 7停 以内iこ締和iするのただと/、 管理者が特に帯示

とンたときはこの限りでtまない。
契 約 締 結 時

本業務の契約締絆後、本業務の業務萎託料を変更協議する場合及び本業務と麗連する業務
を本業務受注者とf鱚意契約する場合、公更瘍議叉は隣連する業務の予定植格の算定は、本業
屹)請負比率 (当初拠約顎■当初設計額)を変更業務価格また:ま粥連業務の設計額に乗じた
‐
ぐイ|,う 。

講 負 代 金 等 の 変 更

入 札 参 換 者
の  連  守  事

入札参んE者は、那覇港管理糸ヨ合競争入札心得、土木設計業務等姿託契約普及び仕様書を熟
し、エオ1′を連守することど
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